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      令和 7 年（2025 年） 

    新春のお喜びを申し上げます。 
 

 皆様お元気ですか。令和 7 年（2025 年）が、始まりました。 

 昨年は、年初から能登地方の地震が発生し、夏には 35 度を超える酷暑日が続き、世

界各地では争いが起き、衆議院議員選挙では自民党・公明党が少数与党となり野党の要

望を聞き入れながら補正予算が成立致しました。何かと落ち着かない 1 年間でしたが、

今年は、米国ではトランプ大統領が就任し世界の政治・経済はどう変化するのでしょう

か、平穏な年であることを願っています。 

 飯塚市議会では、議員定数を 28 人から 4 人減らし 24 人にすることが、令和 5 年の

改選から 1 年間の協議の結果、昨年の 6 月定例会で可決されました。 

 昨年の 12 月定例市議会では、「飯塚市の財政見通しに関連して・行財政改革の取組み

について」一般質問を行いましたが、市の財政状況は人口減少等により歳入の確保が難

しくなってきており、事務事業の見直しを含め歳出を減らしていく事が必要となって来

ています。 

 市議会としては、時間が掛かりましたが、 

令和 9 年の次回改選後は年間約 3,600 万円 

の歳出減に取り組むことが出来るようにな 

りました。 

 本年も歳入の確保、歳出削減のため取組 

むことを心掛け、市民の皆様が安心して暮 

らせる街づくりを心掛け、行政へ提言して 

参ります。 

 飯塚市議会では、令和 6 年（2024 年） 

12 月定例市議会が 11 月 29 日から 12 月 

13 日まで開催されましたので、年頭の御 

挨拶と共に議員活動報告を致します。 
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令和 6 年 12 月定例市議会が開催されました。 
 令和 6 年 12 月定例市議会が、11 月 29 日から 12 月 13 日まで開催されました。 

 行政よりの提出議案 38 件・報告事項 4 件と、議員提出議案 5 件、請願 1 件の審議が

行われました。 

 主な議案は次の通りです。 

◎刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関する条例（刑法等の一

部を改正する法律が施行されることに伴い、飯塚市情報公開条例等の 12 条例について

関係規定を整備するもの。令和 7年 6月 1日から施行） 

◎飯塚市個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例並びに飯塚市税条例の一

部を改正する条例。（デジタル社会形成基本法等の一部を改正する法律の公布に伴い、関

係規定を整備するもの。） 

◎飯塚市子育て支援センター条例の一部を改正する条例（頴田子育て支援センター移転

に伴い関係規定を整備するもの。） 

◎専決処分の承認・飯塚市重度障がい者医療費の支給に関する条例の一部を改正する条

例（子ども・子育て支援法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備等及び

経過措置に関する政令の公布に伴い、関係規定を整備するもの。令和 6年 10月 1日か

ら施行） 

◎契約の締結・コミュニティセンター大規模改修（受変電設備）工事（契約金額 2 億

1,758万円 受注者 雄電社・西日本電波特定建設工事共同企業体と契約するもの） 

◎契約の締結・コミュニティセンター大規模改修（空調設備その 1）工事（契約金額 4

億 1,250 万円 受注者 筑豊冷機・内山空調特定建設工事共同企業体と契約するもの） 

◎財産の取得・小学校教師用指導書・追認（取得する財産 小学校教師用指導書 704冊 

取得価格 3,470万 6,430円 契約の相手方 ㈱元野木書店と契約するもの） 

◎財産の取得・小学校教師用指導書・追認（取得する財産 小学校教師用指導書 512冊

取得価格 2,524万 1,040円 契約の相手方 太田書店と契約するもの） 

 予算関係議案では、令和 6 年 8 月の台風 10 号による災害復旧等に必要とされる予算

7,072 万 1,000 円を補正する「令和 6 年度飯塚市一般会計補正予算（第 4 号）」、令和 6

年 10 月 27 日執行の衆議院議員選挙の関連経費 5,383 万 8,0000 円を補正する「令和 6

年度飯塚市一般会計補正予算（第 5 号）」、前期の実績に基づいた経費の見直しと今後見

込まれる所要額 3 億 9,635 万 4,000 円を補正し 840 億 694 万 7,000 円とする「令和 6

年度飯塚市一般会計補正予算（第 6 号）」が審議されました。 

 議員提出議案では、桂川町総合グランド・総合体育館近くに建設が計画されている産

業廃棄物焼却施設の中止を県に求める「産業廃棄物焼却施設の建設計画の中止を求める

決議」を、また、県に対して「産業廃棄物焼却施設の建設に不許可を求める意見書」を
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全会一致で原案を可決しました。 
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 国に対しては、「自民党派閥裏金問題の真相の徹底解明と政治資金規正法の抜本的な

再改正を求める意見書」の提出を全会一致で原案を可決しました。 
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  「財政見当しに関連して」一般質問 
 飯塚市の財政見通しについて、今年の 6 月に各委員会に報告がありましたが、その内

容は、令和 5 年度末時点の財政調整基金及び減債基金残高 168 億 8 千万円が、5 年後の

令和 11 年度末では、18 億 1 千万円となるとのことでしたが、改めてその内容について

説明と今後の市の財政の在り方について一般質問を行いました。 

質問 財政調整基金残高が減少すると、補正予算を組む必要が生じた場合にその財源が 

   無いために補正予算が組めなくなる状況が考えられますが、財政調整基金残高に 

   ついては、飯塚市では、どの程度確保しておく必要がありますか。 

答弁 飯塚市の財政調整基金の保有残高については、標準財政規模の約 20%相当額の約   

   60 億円を不測の事態に対処できるように堅持する目標を掲げている。 

質問 財政調整基金の確保には、単純に考えると、「歳入を増やし、歳出を抑えること」 

   が必要になってくると思いますが、如何ですか。 

答弁 市財政の危機的な状況を打開して行財政改革を進めるには、市職員自らが汗を流 

   し、全ての事務事業について新たな視点で抜本的な見直しを行う必要がある。 

   市民に対する行政サービスについても縮小、廃止、選択等の検討をしなければな 

   らない。 

質問 飯塚市では、平成 18 年の 1 市 4 町合併後、公共施設の統廃合を行ってきました 

   が、廃施設、廃施設跡地については、売却の方針で取組んできていたと思いま 

   すが、この売却の状況はどうなっていますか。 

   また、市の所有する土地については、利活用の計画の無いものは、売却する考え  

   があったと記憶していますが、その後の状況はどうなっていますか。 

答弁 用途廃止した跡施設・跡地については、行政としての利活用策を検討して、活用 

   策が無い場合は、民間への譲渡や貸付を行うとしている。 

   市の所有する未利用地については、歳入確保の取組みとして、計画的に売却し、 

   管理費を削減するとともに売却収益による財源確保を図ることにしている。 

   昨年度までの過去 10 年間での不動産売却収入は約 15 億 9 千万円となっている。 

   現在、売却に向けて準備を進めている跡地・跡施設については、市役所第 2 駐車 

   場、旧二瀬交流センター、旧幸袋交流センター、旧筑穂保育所等があるが、この 

   ほかにも用途を廃止しているものがある。 

   現在、各課から未利用地の情報を集約している段階で、集約後、詳細な情報を公 

   開し、売却を考えている。 

質問 歳入を増やす場合、考えられることは、廃施設、廃施設跡地の売却を進める。市 

   の利用計画の無い所有地を売却することの他に、定住人口を増やす。企業誘致を 

   進める。等が考えられますが、その取組み状況はどうなっていますか。 
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答弁 定住人口を増やすためには、令和 6 年度から第 2 子以降の保育料の無償化実施に 

   よる子育て支援の充実、企業誘致のために筑穂地区での工業団地の整備等に取組 

   んでいる。今後も引続き効率的で効果的な移住定住政策に取組む考えでいる。 

質問 令和 11 年度末の財政調整基金及び減債基金残高は、18 億 1 千万円となるとのこ 

   とでしたが、歳出の各経費については、物価上昇の影響は加味されているのです 

   か。また、人件費については、民間企業では 5%以上の賃金の上昇が言われて 

   いますが、今後もこの傾向が進むと考えた場合、当然、市職員の人件費も上昇傾 

   向にあると思いますが、どの様に考えて人件費を示されていますか。 

答弁 歳出については、過去の実績から増減率を算出している。作成時点の判明してい 

   る特殊要素は加味しているが、今後の社会情勢の影響による増減は見込んでいな 

   い。 

質問 歳出の投資的経費の普通建設事業費特別事業分は、令和 8 年度までに着手が考え 

   られているもので事業費が把握出来ているものとされています。国では、熱中    

   症対策として、小中学校の体育館に空調設備の整備を言っていますが、このよう 

   な対応についての経費についてはどうなるのでしょうか。 

   また、今後、令和 8 年度以降に取り組む事業についての対応はどの様なことが    

   考えられますか。 

答弁 小中学校の体育館への空調設備の整備については、現時点では計画は無い。令和 

   8 年度以降の事業については、今回の財政見通しに記載されていない新たな事業 

   が出てくる可能性は十分に考えられる。 

質問 令和 6 年（2024 年）2 月策定の「飯塚市行政経営戦略推進ビジョン」では、これ 

   までの行財政改革の成果は、平成 18 年度（2006 年度）から令和 3 年度（2021 年 

   度）まで 280 億円あったとされていますが、これからの行政経営の成果指標は、 

   経常収支比率のみが、基準値を令和 4 年度（2022 年度）94.6%として、令和 10 年 

   度（2028 年度）目標値を基準値より良化させるとしていますが、具体的な金額が 

   示されていないのは何故ですか。 

   また、令和 5 年度（2023 年度）の経常収支比率は、何％となりましたか。 

答弁 令和 5 年度は、人件費・扶助費・補助費等の増加し、国からの普通交付税が減少 

   したため経常収支比率は 97.8%となり、前年と比較して約 3.2%悪化している。 

   具体的な金額については、財政見通し策定後に成果指標を見直すこととしていた。 

   本年度中に数値的な財政指標を設定し、市議会にも報告する予定である。 

質問 財政見通しで、令和 11 年度（2029 年度）には、財政調整基金及び減債基金残高 

   が 18 億 1 千万円と予想されていますが、この時点の財政調整基金を標準財政規 

   模の約 20%の約 60 億円を確保するならば、既に約 40 億円が不足することにな 

   りますが、行財政改革の具体的な実施計画を策定し財政の健全化に取り組む必要 
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   があると考えますが、どの様に取組まれますか。 

答弁 厳しい財政見通しの状況から、財政面に特化した取組みが喫緊の課題となってい 

   る。公共施設跡地の貸付、売却や補助金、受益者負担の見直しなど、具体的な取 

   組み内容を再検討するとともに、財政改革に特化した取組みを重点事項として追 

   加し、財政の健全化にスピード感を持って取組んで行く。 

     経済建設委員会報告 
 令和 6 年 12 月 10 日経済建設委員会が開催されました。  

◎JR飯塚駅周辺開発と水道管の整備計画について 

 JR飯塚駅周辺では、商業施設の「ゆめタウン」の進出後、マンションの建設が 3か所

で行われています。 

 線路沿いの東側にありました旧県立嘉穂農業高校演習田も民間開発が計画されてい

ます。今後、JR飯塚駅周辺の定住人口の増加が見込まれますが、定住人口の増加に伴い

既存の水道の給水能力が十分であるのか市に確認を行いました。 

 その結果、駅東側の既存の直径 200mm 水道管は、布設後 49 年が経過しており法定

耐用年数の 40年を超えている、市では布設後 60年を目途に布設替えを行っているの説

明がありました。 

 JR 新飯塚駅周辺の開発状況から、今後はさらに JR 飯塚駅周辺の開発が進むことが考

えられるので、既存の水道管の布設状況で、定住人口の増加に対応できるのか調査を行

い、JR飯塚駅周辺の開発に支障の無いように取組むことを要望致しました。 

◎公共下水道受益者負担金の減免について 

 公共下水道を利用する場合、公共下水道に繋ぎこむ際に利用料金とは別に受益者負担

金が必要になります。 

 この受益者負担金は、都市計画法第 75 条に基づき、公共下水道の建設費の 1 部を利

用者の所有する土地の面積に応じて負担する制度です。 

 飯塚市の場合は、所有する土地の面積 1 ㎡当たり 292 円となっています。（集合住宅

や店舗等を除く一般家庭については、10万円が限度額になります。） 

    100,000円÷292円＝342.46㎡（約 103坪） 

 受益者負担金の減免措置については、65 歳以上の高齢者のみで構成される世帯につ

いては、30%の負担軽減措置があります。 

 受益者負担金を一括納付した場合には約 16%が減免される一括納付報奨金制度があ

ります。 

 各家庭から公共下水道への接続工事に対しては、10 万円の飯塚市企業局水洗化便所

等改造費補助金を整備している。との説明がありました。 

 使用量の多い世帯についての減免の在り方を検討することを要望致しました。 
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◎水道水への有機フッ素 

 化合物混入検査結果に 

 ついて 

 経済建設委員会の質疑 

の中で、水道水への有機 

フッ素化合物混入検査の 

本年度の実施状況につい 

て報告を求めました。 

 市内 9 か所の浄水場で 

6 月から 8 月に PFOS・ 

PFOA の水質検査を実施 

した結果は、暫定目標値 

1ℓ当たり 50 ナノグラム 

に対して 5 ナノグラム以 

下となっているとの報告 

がありました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


